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１ 前年度指摘事項等に対する措置等

（１）指摘事項

指摘事項 措置状況等

山陰海岸ジオライナーＰＲ業務（上半期）委託契約に １ 原因

ついて、契約締結の事務手続が遅延していた。 担当者が年度はじめの多忙の中、業務を進める

ことを優先してしまい、手続を失念してしまった。

・遅延日数：５か月３日

２ 処理方針（すでに措置したものについては、

講じた措置を具体的に記載）

＜講じた措置＞

手続の失念が判明した９月４日付けで契約

を締結し、上半期業務の終了後の10月11日に

は契約の相手方に委託料を支出済みである。

３ 再発防止策

今回の指摘内容を所属内で共有するとともに、

担当内の主査・副査間のみならず、課長や総括課

長補佐による業務の進捗確認を徹底する。

（２）監査意見

該当なし

（３）決算審査意見

該当なし

２ 前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況

該当なし

３ 組織及び業務調べ

課 名 係 ( 担 当 ) 名 課 の 主 な 所 掌 事 務

交通政策課 地域交通担当 交通政策に係る施策の総合企画及び調整に関すること。

高速交通体系の整備に係る総合調整に関すること。

高速交通担当 乗合バスの運行確保対策に関すること。

鉄道の整備の促進に関すること。

国内航空便の利用促進及び新規誘致に関すること。
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４ 職員の定員、現員調べ

種 別 事務職員 技術職員 現業職員 合 計 備 考

27.4.1 26.4.1 27.4.1 26.4.1 27.4.1 26.4.1 27.4.1 26.4.1

区 分 現 在 現 在 現 在 現 在 現 在 現 在 現 在 現 在

定 員
６ ６ １ １ － － ７ ７

現 員
（－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－）

６ ６ １ １ － － ７ ７

過不足(△)
－ － － － － － － －

臨 時 職 員
－ － － － － － － －

非常勤職員
一般事務及び事務

２ １ － － － － ２ １ 補助

５ 役付職員の調べ

（平成２７年８月１日現在）

職 名 氏 名 在 職 期 間 備 考

課 長 寺 口 嘉 昭 ２ ４

課長補佐 矢 吹 隆 １ ４

課長補佐 木 本 晃 孝 ２ ４

課長補佐 西 尾 務 １ ４
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６ 主な事業に関する調べ

事 業 名 概 要

地域バス交通等体系 ア 目的及び事業の実施状況

整備支援事業 （ア）目的

地方バス路線の運行維持を図るため、バス事業者・市町村に対し補助を行う。

決算（見込）額 （イ）事業の実施状況

４５２，６４６千円 国庫補助路線等の広域バス路線の確保・維持策について、国・県・市町村・バ

（財源内訳） ス事業者等が協議を行うため、「生活交通に係る地域協議会分科会」を開催。

一般財源 ○第１回（６/３ 東部及び中部地区、６/４西部地区)

４４８，７３８千円 ・２６年度国庫補助計画の変更及び２７年度国庫補助計画を協議。

その他 ○第２回（１/１３ 東・中・西部地区合同開催）

３，９０８千円 ・２６年度国庫補助計画の実施結果を評価。

○将来ビジョン ※運行費の補助金額は、平成25年10月～26年9月の１年間の運行に対するもの

Ⅱつながる 【国との協調補助】

（５）「交通基盤・ （１）生活交通路線維持費補助金

情報基盤の充実」で 広域的かつ幹線的な路線の運行赤字額を補助（県１／２、国１／２※）

利便性向上・地域の 補助対象者 系統数 補助金額(千円)

活性化 日ノ丸自動車㈱ １５ ６２，６８０

日本交通㈱ １３ ３５，３９０

計 ２８ ９８，０７０

※国は事業者に対する直接補助

（２）車両減価償却費補助金

生活交通路線維持費補助金を受けている路線を運行するバス車両の減価償却

費に対する補助（県１／２、国１／２※）

補助対象者 H26購入台数 過年度台数 合計台数 補助金額(千円)

日ノ丸自動車㈱ ５ ２０ ２５ ４２，３２７

日本交通㈱ ４ １４ １８ ２８，６１１

計 ９ ３４ ４３ ７０，９３８

※バス導入に係る減価償却費を５年かけて補助

【単県補助事業】

（３）生活交通路線維持費補助金（国庫補助に係る補填）

国庫補助対象路線のうち、国庫補助対象経費から除外された赤字額に係る

補助（県１／２・市町村１／２※）

補助対象者 系統数 補助金額(千円)

補 日ノ丸自動車㈱ １５ ４５，６０２

日本交通㈱ １３ ３９，０９４

填 計 ２８ ８４，６９６

※国の補助要件によりカットされる部分の経費に対して行う

（４）広域バス路線維持費補助金

国庫補助対象外で複数市町村をまたぐ路線の赤字額を補助（県１／２、市町

村１／２）

（５）生活交通体系構築支援補助金

単独市町村内路線の運行維持に係る市町村負担額が前年度の市町村税額の

０．５％を超える場合、その超過額の一定割合を一市町村当たり５千万円を上

限に補助（県１／２、市町村１／２）
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事 業 名 概 要

（単位：千円）

補助対象 広域バス路線維持費補助金 生活交通体系構築支援補助金 合 計

運 行 費 車両購入 運 行 費 車両購入

鳥 取 市 ０ ３５，８１９ ３５，８１９

米 子 市 ８，６９４ ０ ８，６９４

倉 吉 市 ５，６４２ １０，５８６ １６，２２８

境 港 市 ０ ７，９９０ ５，０００ １２，９９０

岩 美 町 ０ ８，０２８ ８，０２８

若 桜 町 ０ ６，９２４ ６，９２４

智 頭 町 ０ ７，５８６ ７，５８６

八 頭 町 ０ ５，２４０ ５，２４０

三 朝 町 ４，００３ １，４８３ ５，４８６

湯梨浜町 ０ ０ ０

琴 浦 町 ０ １１，４０６ １１，４０６

北 栄 町 ２０５ ０ ２０５

日吉津村 １７５ ０ １７５

大 山 町 １，４３６ ８，７０５ １０，１４１

南 部 町 ６，９６０ ５，８７８ １２，８３８

伯 耆 町 ９ ８，７４１ ８，７５０

日 南 町 ２，９９２ １６，２７２ １９，２６４

日 野 町 ２，２４２ ３，８５５ ６，０９７

江 府 町 ０ １７，０２４ １７，０２４

合 計 １９２，８９５

（６）過疎地有償運送導入・運行支援補助金

ＮＰＯ法人等による過疎地有償運送の円滑な導入及び運行を支援。

（県１／２、市町村１／２）

補助対象 ＮＰＯ法人等 補助金額(千円) 備考

若桜町 ＮＰＯ法人ﾜｰｶｰｽﾞｺｰﾌﾟ 運行費 １，５４３ 26年4月～27年3月

鳥取市 ＮＰＯ法人ＯＭＵ 運行費 ３８９ 26年4月～27年3月

鳥取市社会福祉協議会 運行費 １，６７１ 26年4月～27年3月

倉吉市 ＮＰＯ法人たかしろ 運行費 ３０５ 26年4月～27年3月

合 計 ３，９０８

イ 平成２６年度の事業実施にあたり改善等に取り組んだ点

平成２３年度に国の補助制度が実績算定から事前内定方式に見直され、県は国と

異なった制度（事後算定方式）を採用したことにより、制度が複雑になったため、

より制度を理解していただくよう昨年に引き続き市町村担当者を対象としたバスの

補助制度に関する説明会を実施したり、担当者との相談や協議を徹底するなど、新

しい制度が円滑に運用できるよう努めた。

ウ 成果

県の補助制度を活用して、地域の実情・ニーズに応じた生活交通網の確保が図ら

れつつある。
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事 業 名 概 要

エ 課題

路線バスの利用者数の減少をくいとめ、交通空白地帯を解消していくために、各

市町村の実態や利用者の意見を伺いながら、個別路線の見直しや観光バスの活用、

タクシー・ハイヤーとの連携など、地域が一体となった生活交通確保の取組みや、

バス補助制度の検討と対策を市町村と交通事業者が一緒になって進めていく必要が

ある。

わかりやすい・乗り ア 目的及び事業の実施状況

やすい公共交通環境 （ア）目的

整備事業 国内外からの観光客も含めて、誰でも県内公共交通機関を容易に利用で

きるような環境整備を行う。

（イ）事業の実施状況

決算（見込）額 ①公共交通環境整備事業

２２，５０１千円 県バス協会が実施する公共交通案内設備整備やバリアフリー化等の公共交通

（財源内訳） の利用案内に係る経費を負担。

一般財源 ・ＪＲ鳥取駅構内のバス路線図整備や、バス停標識（300ヶ所）刷新

２２，５０１千円 ・鳥取駅バスターミナルに音声誘導装置を設置 など

②公共交通機関での無料Wi-Fiサービスの提供

○将来ビジョン 観光誘客対応として、鳥取砂丘コナン空港及び米子鬼太郎空港連絡バス（12

Ⅱつながる 台）に無料Wi-Fiルーターを整備。

（５）「交通基盤・ ③バスロケーションシステム※１の拡充

情報基盤の充実」で バスロケーションシステムの対象路線を県西部に拡充するととも、西部地区

利便性向上・地域の を中心とする公共交通の拠点に、簡易型多機能バス停※２を設置。

活性化 ・西部地区にバスロケーションシステムを拡充（バス99台）し、利便性の向

上を図った。

・米子ﾊﾞｽﾀｰﾐﾅﾙや県内総合病院など10ヶ所に簡易型多機能バス停を設置

※１ ＧＰＳを利用したバス位置情報提供サービス

※２ バス時刻・経路検索システム端末

イ 平成２６年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

鳥取バスターミナルの音声誘導装置の設置に際し、障がい者の方と一緒に現地を

確認しながら設置場所を決定していくなど、地元市町村、バス事業者、県バス協会

等だけではなく、利用者の意見も聞きながら、バスの利便性向上に取り組んだ。

ウ 成果

わかりやすい公共交通情報の提供などを進め、誰でも使いやすい公共交通の使用

促進を図った。

県内の空港連絡バスにWi-Fi環境を整備し、観光地におけるWi-Fi整備と併せて切

れ間のないネット接続環境を提供し、観光誘客のアドバンテージとなっている。

米子バスターミナルや鳥大附属病院など西部地区を中心とする交通拠点施設１０

ヶ所への簡易型多機能バス停追加配置に併せ、福祉保健部と連携して鳥取・倉吉・

米子の各駅及び各バスターミナルに障がい者用遠隔手話通訳タブレットを配置し、

利用者の利便性向上を図った。

バスネット・バスロケーションシステムの検索件数は年間約130万件あり、外出

先でスマートフォンや携帯電話から時刻やバスの運行情報が即座に検索できる特性

が利用促進に寄与している。
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事 業 名 概 要

エ 課題

公共交通の利用者を増やすため住民ニーズを一層的確に把握し、より利便性の高

い公共交通サービスを提供できるよう様々な交通手段の更なる連携・活用を図るとと

もに地域の公共交通利用促進活動を関係者と連携して支援していく必要がある。

ＪＲ山陰本線を活用 ア 目的及び事業の実施状況

した因幡・但馬交流 （ア）目的

等促進事業 山陰海岸ジオパーク内の鉄道利便の確保・向上のためには、因幡・但馬地域の

交流拡大等により利用者を増すことが重要である。ＪＲ山陰本線（鳥取～豊岡）

決算（見込）額 直通のダイヤを維持・定着させるとともに、更なるダイヤ改善を図るために、地

５，９１１千円 元自治体と連携して、県外からの誘客や地元の利用拡大など山陰本線の利用促進

（財源内訳） の取組を行う。

国庫支出金 （イ）事業の実施状況

８８８千円 ①列車のＰＲの実施

一般財源 ○臨時快速「山陰海岸ジオライナー」の運行・ダイヤ等のＰＲ

５，０２３千円 ・関西地域を代表するケーブルテレビによる広報(eo光ﾁｬﾝﾈﾙ 9-10月16回放送)

・鳥取駅、城崎温泉駅及び豊岡駅に懸垂幕等を設置 など

○将来ビジョン ②県・地元市町村・地元団体が連携した利用促進の実施

Ⅱつなげる 「鳥取県東部地域鉄道利用促進実行委員会」の活動を通じて、山陰本線（鳥

（５）「交通基盤・ 取～豊岡）の利用促進の取組を行った。＜負担金：年間１，５００千円＞

情報基盤の充実」で ・山陰本線（鳥取～豊岡間）を利用した団体旅行を実施する職場、学校等に

利便性向上・地域の 対し、経費の一部を支援（延べ592名が利用）

活性化 ・ポスター、チラシ、新聞折り込み広告等による臨時快速「山陰海岸ジオラ

イナー」及び団体旅行支援のＰＲ など

イ 平成２６年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

県外からの鉄道を利用した観光客誘致を推進するため、従来の単独チラシではな

く、より配布範囲が広く効果的なＰＲが期待できる、ＪＲ作成の駅配架冊子に山陰

海岸ジオパークと併せた列車紹介広告を掲載し、ＰＲの強化を図った。

ウ 成果

平成２３年４月２日より新規に運行された臨時快速「山陰海岸ジオライナー」

は、現在、平成２７年９月末までの継続運行が決定されているところ。Ｈ２６年度

の１日平均乗車人員は26.8人であり、前年の26.1人と比べて微増はしたものの、引

き続き、運行の恒常化に向け取り組んでいく。

エ 課題

山陰本線（鳥取～豊岡）のダイヤを維持・定着させるとともに、更なるダイヤ改

善を図るため、「兵庫県但馬・鳥取県東部地域の交通・観光連携協議会」を中心と

して、鳥取県と兵庫県、そして沿線自治体が一体となって、観光団体等と連携し、

より一層利用促進に取り組んでいくとともに、駅から観光地までの二次交通の整備

など周遊性向上を図る取組みの実施検討や、ＪＲ西日本に対して山陰本線ダイヤの

利便性向上に繋がる働きかけを行う必要がある。
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事 業 名 概 要

国内航空便利用促進 ア 目的及び事業の実施状況

事業 （ア）目的

県内空港に就航する国内航空便の充実、利便性向上を図るため、空港利用促進

決算（見込）額 団体と連携して、就航先からの観光客誘致・路線ＰＲや空港愛称化を含めた山陰

１０４，７０４千円 エリアでの航空需要の創出、利用圏域拡大に向けた取組を実施。

（財源内訳） （イ）事業の実施状況

一般財源 平成２６年度は、政策コンテストにより５便化が達成された鳥取－羽田便の利

１０４，７０４千円 用促進、路線拡大により最大で６路線９便を運航したスカイマークの搭乗対策に

重点をおいて就航先からの誘客対策、山陰エリアでの航空需要拡大対策を実施。

○将来ビジョン ＜ＡＮＡ便対策＞

Ⅱつながる ○ 航空会社とタイアップした利用促進キャンペーン（ＡＮＡ）

（５）「交通基盤・ (実施期間) H26.5月～H27.3月

情報基盤の充実」で (主な内容) 「ＡＮＡ鳥取美人物語」ホームページ運営、搭乗キャンペーン等

利便性向上・地域の を通じたＡＮＡと連携した情報発信（鳥取県の観光情報等、年４回更新）

活性化 ・ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ参加者 春36,758人（昨年32,533人) 秋37,955人（昨年32,560人)

・その他、他の旅行関係媒体と連携した情報の発信（コロカル、ことりっぷ）

やモデルツアー（モンベル、trippiece）、ブロガーSNS、ANA広報媒体、WEB

ニュース配信。ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞFAM TRIP受入（ﾀｲ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｶﾅﾀﾞ、中国）

○ 首都圏での観光・路線ＰＲ

・首都圏キャラバン（浜松町4/21-22、羽田空港PR7/5-6等）のほか、飲食店等

と連携したＰＲ（羽田空港レストランフェア（11/1-30）、東京fes！（2/23

-3/24）、交通広告や企業福利厚生サービスを通じた利用促進を実施。

＜ＳＫＹ便対策＞

○ 航空会社とタイアップした利用促進キャンペーン（ＳＫＹ）

(実施期間) H26.7月～H27.3月

(主な内容) SKYMARKとタイアップし、SKYMARK米子路線に特化したポータルサ

イトの運営、山陰エリアでの路線情報の発信広報（シマネスク）

○スカイマーク就航関連での路線ＰＲキャラバン（就航先及び山陰地域）

・就航先へのＰＲキャラバンの派遣（沖縄、北海道、茨城、千葉、神戸）

・就航先メディア媒体での路線広報（新聞、テレビ等）

＜共通対策＞

○ＷＥＢ系旅行会社と連携した山陰観光、路線ＰＲ

山陰観光、路線情報の発信及び「航空便＋宿泊」旅行商品への誘導（楽天ト

ラベル（年４回）、リクルートじゃらん（２回）等）※ANA路線及びSKY路線

○山陰地域での航空路線ＰＲ、利便性向上対策

・県内空港を利用したテレビ番組制作、放送（7月山陰放送、9月日本海放送、

8-11月中海CATV）、新聞、ラジオ媒体を通じた断続的な路線広報

・美保基地航空祭、地元TV局BSSまつり、飲食店と連携した路線広報

・鳥取空港と兵庫県但馬エリアを結ぶ連絡バス運航等アクセス改善対策実施

○鳥取砂丘コナン空港への愛称化

・鳥取空港の利用を促進する懇話会として空港愛称「鳥取砂丘コナン空港」の

利用を決定。県でも愛称化に伴う空港装飾、連絡バス装飾等空港の魅力向上

と国内外への発信力強化、情報発信対策を強化、実施。

○ 空港利用促進団体による利用促進（県は負担金を支払い）

・就航先イベントＰＲ、山陰旅行商品造成支援、山陰エリアを中心としたメデ
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事 業 名 概 要

ィア広報（新聞、ラジオ、雑誌等）、神戸市バスラッピング広告、鳥取砂丘

コナン空港愛称化周知対策、県施策と連携したエアサポート支援事業、空港

連絡バス運行支援等の利用促進対策等を県等と連携実施。

（負担金）・一般負担金（負担割合：定額）595千円

[鳥取空港] 220千円 [米子鬼太郎空港] 375千円

・利用促進負担金（負担割合：県1/2、補正分は県10/10）44,651千円

[鳥取空港] 19,623千円 [米子鬼太郎空港] 25,028千円（※実績額）

イ 平成２６年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

スカイマーク路線拡大、鳥取－羽田便の５便化を受け、これまでの首都圏を中心

とした利用促進に加え、多様化した各就航先での広報、但馬地域を含め山陰エリア

全体での航空需要の喚起、空港利用圏域拡大に重点をおいた利用促進策を実施。

急増する個人旅行客、ＷＥＢからの情報収集を念頭に「ＡＮＡ鳥取美人物語」サ

イトを中心に他媒体関心者への情報拡散、限定ツアー造成を強化し利用促進策を実

施し、路線の知名度アップと具体的な搭乗に誘導を図った。

また、鳥取空港は利用圏域拡大を念頭に但馬エリアとのアクセス改善対策を強

化。また、愛称化による認知度向上と魅力向上による誘客促進を念頭に３月１日よ

り鳥取砂丘コナン空港へとリニューアルを図り、国内外への情報発信を強化。

ウ 成果

各種利用促進の取組のほか、米子空港に就航したスカイマークの多路線運航によ

り、出雲大社大遷宮特需に涌いた前年の勢いを落とすことなく好調に推移。鳥取－

東京便利用者は５便運航により初めて３４万人を越え過去最高の利用者数。ＡＮＡ

米子－東京便利用者も就航以来最高となった前年に次ぐ４９万人台を達成。最大６

路線９便運航のスカイマーク利用者も３２万人を越え、米子鬼太郎空港国内線利用

者は過去最高の８１万人台。ソウル便を含む内際合計で８５万人弱まで急増。

また、鳥取空港においては政策コンテスト対策として鳥取の認知度向上と魅力向

上を念頭に鳥取砂丘コナン空港への愛称化にも新たに取り組み、３月以降搭乗者数

の増加、空港店舗の売上げ向上、空港来訪者の急増等の効果が見られている。

＜Ｈ２６利用状況＞ ○鳥取砂丘コナン空港 搭乗者数 342,926人 搭乗率 57.9％

○米子鬼太郎空港 搭乗者数 816,336人 搭乗率 56.9％

（ＡＮＡ搭乗者496,255人、搭乗率67.2％、ＳＫＹ搭乗者320,081人、搭乗率45.9％）

エ 課題

平成２５年１２月に就航し米子路線を急拡大したスカイマークは本年１月末に民

事再生法適用を受け企業再生中。同社は８月末をもって現在の米子路線（神戸、那

覇）の運休を決定。スカイマーク便による安価な航空需要、利便性を山陰エリアで

実感し航空需要が拡大した中、新たな航空路線の誘致が求められている。

ＡＮＡ便については、鳥取５便化がなされている政策コンテスト枠の再評価が今

秋に実施見込み。また本年冬ダイヤから中国路線開設によるＡＮＡの羽田空港発着

６枠の減少が予定される中、米子路線も影響を受ける可能性がある。

これ以上の航空利便性低下を招かぬよう但馬圏域、中海圏域等の取込による空港

利用圏域の拡大、ビジネス客や個人旅行などのリピート対策、外国人インバウンド

客の取込など、航空需要の更なる増加対策によるり既存路線便数の安定維持と早期

の新規路線誘致に向けた取組の充実が一層必要となる。
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８　事業別実施状況調べ
(単位：円)

事　業　名 予　算　額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果

（一般管理費）

一般管理費 92,800 92,800 0 0 職員１名分の赴任旅費

目計 92,800 92,800 0 0

（交通対策費）

みんなが乗りたく
なる公共交通推進
事業

16,423,000 15,866,847 0 556,153 　バス事業者の輸送サービス改善、安全
運転の確保等を推進し、公共交通の増進
に寄与するため、鳥取県バス協会へ補助
金を交付した。
　バスネット・バスロケーションシステ
ムを使った公共交通を提供した。

（主）地域バス交
通等体系整備支援
事業

458,411,000 452,646,086 0 5,764,914
「６　主な事業に関する調べ」に記述

鉄道対策費 1,265,000 1,264,956 0 44 ○鉄道事業者との意見交換等の実施
  ＪＲ西日本との意見交換、勉強会の実
施（H26年度：7回）
○高速鉄道整備及び在来鉄道整備の促進
　山陰新幹線や中国横断新幹線（フリー
ゲージトレインの導入）の実現及び第三
セクター鉄道を含む在来線鉄道施設の整
備促進を図るため、協議会・期成同盟会
等の活動を通じて、国土交通省、ＪＲ西
日本など関係機関への要望を行った。

若桜線維持存続支
援事業

22,910,000 22,424,615 0 485,385 　若桜線の維持存続を図るため、公有民
営方式での上下分離を導入し、自ら鉄道
事業者として若桜線を維持する地元両町
(若桜町及び八頭町)に対して支援した。

智頭急行利用促進
費

11,249,000 10,527,109 0 721,891 ○特急スーパーはくと車内に鳥取県を紹
介するパンフレットを配架し、観光地等
の案内を行った。
○智頭線利用促進協議会の活動を通じ
て、普通列車の利用促進を中心とした取
組を行った。（負担金　年間40千円）
○雑誌、新聞の広告によりスーパーはく
との利用促進ＰＲを実施した。

米子駅バリアフ
リー化支援事業

877,000 877,000 0 0

　ＪＲ西日本が実施する米子駅バリアフリー化事業のうち、米子市が補助するエスカレー
ター整備に要する費用の財源とする地方債の償還額について支援した。
　○全体事業概要
 　　整備内容　〈国庫補助事業〉
    　　　　　　 ・新設跨線橋のうち、階段１箇所と通路幅２ｍ分
    　　　　 　　・エレベーター(11人乗り) ３基
    　　　　 　　・警告誘導ブロック、障害者対応トイレ、窓口改良ほか
               〈国庫補助対象外事業〉
    　　　　　　 ・新設跨線橋のうち、階段２箇所と通路幅１ｍ分
    　　　　 　　・エスカレーター(上り)　３基
     総事業費　 1,653百万円
   　事業年度　 H21年度～H22年度
　○支援概要
　　 支援総額　 9,948千円
　    　         ＜内訳＞
                     H21支援額1,176千円
                     （H22以降債務負担行為）
　　　　　　　　　　 H22～H24支援額3,507千円（1,169千円×3年間）
　　　　　　　　　　 H25支援額880千円
                     H26～H30支援額4,385千円(877千円×5年間）
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事　業　名 予　算　額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果

(主)ＪＲ山陰本線
を活用した因幡・
但馬交流等促進事
業

7,408,000 5,910,720 0 1,497,280

「６　主な事業に関する調べ」に記述。

国際航空便就航促
進事業

2,940,000 2,939,760 0 240 今後の県内航空路線の利便性向上、誘致
戦略検討等のため、航空関連コンサル会
社に対し、航空需要分析、航空業界の動
向整理等の業務を委託実施した。

（主）国内航空便
利用促進事業

133,914,000 102,749,511 0 31,164,489
「６　主な事業に関する調べ」に記述。

鉄道を活用した新
たな旅の創出事業

1,070,000 861,040 0 208,960 　H26.9に鳥取市内において「鉄道によ
る地域活性化セミナー」を開催し、鉄道
に詳しいタレント、ＪＲ松江支店長等に
よるパネルディスカッション等を実施
し、鉄道の魅力発信を実施した。

（主）わかりやす
い・乗りやすい公
共交通環境整備事
業

23,320,000 22,051,419 0 1,268,581

「６　主な事業に関する調べ」に記述。

高速鉄道網のあり
方検討事業

4,210,000 4,169,400 0 40,600 ミニ新幹線、フリーゲージトレイン等先
進地の事例調査及び鉄道高速化整備に向
けた課題等について調査を実施した。
○事業内容：高速鉄道に関する調査等
１　先進事例調査
　・九州新幹線長崎ルートのFGT方式で
　　の整備状況等の調査を行った。
　・秋田、山形ミニ新幹線の整備状況等
　　の事例調査を行った。
２　鉄道高速化調査
　・フリーゲージトレイン方式での鉄道
　　高速化に関する軌道状況等の基礎調
　　査（伯備線ルート、智頭・因美線ル
　　ート）を行った。

米子鬼太郎空港機
能強化検討調査事
業

6,500,000 6,480,000 0 20,000 米子鬼太郎空港の利便性の向上と更なる
利用促進に向け、航空機の駐機場所の運
用状況及び旅客施設等の空港施設全体の
利用状況の実態調査を行い、需要に応じ
たターミナルビル機能の強化等に向けた
空港施設全体の調査・検討を行った。

鳥取空港交流創出
調査検討事業

8,500,000 6,760,800 0 1,739,200 鳥取空港の更なる利用促進を図るため、
空港ビル施設の利活用策や空港周辺集客
施設との連携強化、二次交通等周遊観光
の利便性向上策の調査・検討を行った。

燃油等高騰対策支
援事業

1,904,000 917,689 0 986,311 公共交通の省エネ対策推進を図るため、
バス事業者が行うエコタイヤ導入やエコ
ドライブ研修に対して支援した。

米子鬼太郎空港賑
わい創出事業

6,000,000 0 6,000,000 0 ・Ｈ27年度へ繰越
米子鬼太郎空港機能強化検討調査の検討
により優先的に取り組む事業を実施す
る。
○二次交通等の案内表示盤整備支援
○サイクリストや外国人旅行客等の受け
入れ環境整備等

鳥取砂丘コナン空
港交流創出事業

47,140,000 0 47,140,000 0 ・Ｈ27年度へ繰越
鳥取空港交流創出調査の検討により優先
的に取り組む事業を実施する。
○周遊バスやレンタカー等の二次交通の
整備支援
○外国人旅行客等の受け入れ環境整備等

公共交通における
無料WiＦi環境整
備事業

2,300,000 0 2,300,000 0 ・H27年度へ繰越
海外などからの誘客対応として、観光列
車等において公共無料Wifi環境を整備す
る。

目計 756,341,000 656,446,952 55,440,000 44,454,048

合計 756,433,800 656,539,752 55,440,000 44,454,048
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　（１）負担金 （単位：円）

予算科目（目） 予算額
区
分

負担金の名称 支出先 負担率 支出金額

支出の根拠
法令名等（規
約、要綱等を
含む。）

備考

交通対策費 1,177,200
単
県

鉄道高速化調
査業務委託（伯
備線ルート）

ＪＲ伯備線
高速化調査
委員会

1/3 1,177,200

JR伯備線高
速化調査委
員会設置要
領第５条

新規以外のもの 47,374,752
本庁執行分計 48,551,952
出納機関執行分計 0

目　計 48,551,952

合　計 48,551,952

　予算科目（交通対策費）
  ①　国　補　分
　　　　該当無し

  ②　単　県　分

11,091,988 概算払 H26.6.13 2,777,200

概算払 H26.9.4 2,777,200

(補助率：定額) 概算払 H26.12.11 2,777,200

11,091,988 概算払 H27.3.9 2,777,400

精算 H27.5.19 △ 17,012

98,070,000

(補助率：国補助と同額)

98,070,000

70,938,000

(補助率：国庫補助と同額)

70,938,000

169,429,387

(補助率：1/2以内)

84,696,000

64,725,105

(補助率：1/2以内)

32,358,000

路線バスの運行経費
を助成

広域バス路線維持費
補助金
（Ｈ１３年度）

倉吉市
外９件

精算払

H27.1.30
H27.2.19
H27.2.19
H27.2.23

路線バスの運行経費
を助成

27.3.20 27.3.11外 －

精算払 H27.3.30 70,938,000
国庫補助路線の運行
に要する車両取得に
要する経費を助成

生活交通路線維持費
補助金（補てん）
（Ｈ１３年度）

日ノ丸自
動車(株)

日本交通
(株)

精算払 H27.3.30 84,696,000

生活交通路線維持費
補助金（車両減価償
却費）（Ｈ１３年度）

日ノ丸自動車
(株)

日本交通(株)

－ － 27.3.20

27.3.11外 － －

27.3.20

精算払 H27.3.30 98,070,00027.3.11外 － －

27.3.20 27.3.11外 －

26.4.16 27.4.20 27.4.28

生活交通路線維持費
補助金（路線維持費）
（Ｈ１３年度）

日ノ丸自動車
(株)

日本交通(株)

－ － 27.3.20

路線バスの運行経費
を助成

運輸事業振興助成補
助金
（Ｈ１６年度）

（社）鳥取県バ
ス協会

26.4.4 － 27.5.11

26.4.10 － －
バス事業者等が行う
輸送サービスの向
上、交通安全対策等
への助成

支出年月日 金　　　　　額
 事 業 の 内 容

補 助 率 及 び
補　助　金　額  交付決定

年 月 日

実績報告
年  月  日

審査・現地
調査年月日

補　助　金　等
の　　名　　称

（補助金等の創設年度）

 交　付　先
間
 

接

補助対象経費
 実施計画承認

又は内示年月日  着手年月日

交付申請
年 月 日

完了年月日

１７　負担金、補助金、交付金及び委託料支出状況調べ

支出年月日

H27.4.16

  （２）補助金

（単位：円）

額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

備　 考
検  　  査
年 月 日 概算払

精算払
の別

27.3.11外 －

－ － 27.3.20

27.3.11外 － －

9,850,000
17,274,000
2,992,000
2,242,000

－ － 27.1.26外

26.12.2外 － －

27.1.26外 26.12.2外 －
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311,087,509

(補助率：1/2以内)

155,537,000

683,883

(補助率：1/2以内)

200,000

12,836,614 概算払 H26.10.31 6,500,000

概算払 H27.1.27 6,500,000

(補助率：定額) 精算 H27.5.19 △ 163,386

12,836,614

917,689

概算払 H26.11.13 1,904,000

(補助率：定額) 精算 H27.5.19 △ 986,311

917,689

本庁執行分計 498,304,206

出納機関執行分計 0

単　　県   分   計 498,304,206

（３）交付金　

　　　　該当無し

　　　　該当無し

表の補足説明
１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。

31,658,915

鳥取県燃油高騰対策
事業費補助金

一般社団法人
鳥取県バス協
会

バス事業者、タクシー
事業者の、エコタイヤ導
入、エコドライブ研修受
講に要する経費を助成

他の地方公共団体の
みに交付するもので
交付決定額（変更後）
が3,000万円未満のも
の

県内航空路線を利用
した交流創出の取組
を支援

公共交通環境整備事
業補助金

一般社団法人
鳥取県バス協
会

誰でも県内の公共交
通を容易に利用でき
る環境整備に要する
経費を助成

- - 27.5.11

航空便活用国内交流
創出支援事業補助金
（Ｈ２５年度） ＮＰＯ法人鳥取

スポーツクラブ
鳥取ＫＦＣ

精算払 H26.11.1126.8.12 26.9.21 26.10.24

生活交通体系構築支
援補助金（運行費）
（Ｈ２１年度）

鳥取市
外14件

精算払

H26.12.8
H27.2.5

H27.2.16
H27.2.19
H27.2.23
H27.3.10
H27.3.27

5,240,000
70,732,000
16,695,000
16,272,000
3,855,000
6,924,000

35,819,000

単独市町村内路線の
バスの運行経費を助
成

－ － 26.11.26外

26.11.12外 － －

26.11.26外 26.11.12外 －

200,000

- - 26.10.28

26.9.8 26.10.20 -

26.9.22 - 27.4.28

26.10.7 27.4.20 -

- - 27.5.11

26.10.28 - 27.4.28

 着手年月日

 事 業 の 内 容
補 助 率 及 び
補　助　金　額 実績報告

年  月  日

（２－２）補助金（他課から予算の配当替えを受けて執行するもの）

26.10.29 27.4.11 -

 交付決定
年 月 日

補　助　金　等
の　　名　　称

（補助金等の創設年度）

 交　付　先
間
 

接

補助対象経費
 実施計画承認

又は内示年月日

審査・現地
調査年月日

額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

備　 考交付申請
年 月 日

完了年月日
検  　  査
年 月 日 概算払

精算払
の別

支出年月日 金　　　　　額
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負
費

調
べ

１
８

－
２

　
工

事
請

負
費

調
べ

（
他

課
か

ら
予

算
の

配
当

替
え

を
受

け
て

執
行

し
た

も
の

）

１
９

　
財

産
に

関
す

る
調

べ
　

（
１

）
公

有
財

産
　

　
ア

　
土

　
地

　
面

積
（
㎡

）
価

額
（
円

）
増

減
別

異
動

日
面

積
(㎡

）
価

額
（
円

）
増

減
理

由
登

記
年

月
日

　
面

積
（
㎡

）
価

額
（
円

）
増

加
H

H
減

少
H

H
増

加
H

H
減

少
H

H
増

加
H
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H
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H
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H
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0
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0
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交
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　（２）金券類の受払状況

　　ア　金券の受払状況

購 入 額 使 用 額

　円 　円 　円 　円
郵便切手及び
郵便はがき

19,630 32 1,688 17,974

収入印紙 0 0 0 0

収入証紙 0 0 0 0

タクシークー
ポン券

0 0 0 0

鉄道バスプリ
ペードカード

0 0 0 0

合　　計 19,630 32 1,688 17,974

　　イ　タクシーチケットの受払状況

 　（３）基　金

増 減

円 円 円 円

824,976,298 12,650,548 12,884,499 824,742,347

合　　計 824,976,298 12,650,548 12,884,499 824,742,347

　(４)債　権

金　　額 件　数 金　　額 件　数 金　　額 件　数 金　　額 件　数
円 円 円 円

ＪＲ西日本車両
購入費貸付金

1,028,000,000 1 514,000,000 1 514,000,000 1

合　　　計 1,028,000,000 1 0 0 514,000,000 1 514,000,000 1

（平成２７年３月３１日現在）

種　　別 前年度末
本　年　度　中

本年度末 備　　　　考

（平成２７年３月３１日現在）

前年度末未使用枚数
本　　年　　度　　中

本年度未使用枚数 備　　　考
購入枚数 使用枚数及び金額

４７枚 ９枚 ３８枚

15,330

                                         （平成２７年３月３１日現在）

増 減

種　　別 前年度末
本　　年　　度　　中

本年度末 備考

智頭鉄道運営
助成基金

平成15年度貸付け

（平成２７年３月３１日現在）

債 権 の 名 称
前　年　度　末　現　在　高

本　　　年　　　度　　　中
本　年　度　末　現　在　高

備　考

-24-



２
０
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損
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＋
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＋
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＋
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0
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0
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0
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0
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２
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Ｒ
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損
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収
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Ｆ
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＋
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Ｃ
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0
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0

0

小
計

0
0

0
0

0

合
計

5
1
4
,0

0
0
,0

0
0

5
1
4
,0

0
0
,0

0
0

0
0

0

貸
付

金
の

名
称

貸
付

先

貸
　

付
　

額
本

年
度

（
元

金
の

み
）

本
年

度
末

現
在

貸
付

残
高

備
　

考

Ｊ
Ｒ

西
日

本
車

両
購

入
費

貸
付

金
Ｊ
Ｒ

西
日

本
（
株

）

合
　

　
　

計

区
分

貸
　

　
付

　
　

額
本

　
年

　
度

本
　

年
　

度
　

末

備
　

考

元
金

1
,0

2
8
,0

0
0
,0

0
0

5
1
4
,0

0
0
,0

0
0

利
子

　
（
１

）
　

現
金

、
有

価
証

券
、

物
品

の
亡

失
、

損
傷

調
べ

　
（
２

）
　

物
品

の
照

合
照

合
年

月
日

現
物

確
認

で
き

な
か

っ
た

物
品

現
物

が
確

認
で

き
な

か
っ

た
物

品
名

個
　

数

平
成

2
6
年

1
1
月

4
日

・
　

有
　

　
　

　
　

・
　

無
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特
に

な
し

特
に

な
し

○
　

意
見

、
要

望
等

　
　

（
１

）
業

務
に

関
す

る
要

望
等

　
　

（
２

）
監

査
委

員
事

務
局

に
対

す
る

意
見

・
要

望
等
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